
別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

400 0 406 0 397 0

45 0 30 0 30 0

27 0 28 0 30 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0.1 0 0.1 0

4.8 0 4.9 0 5 0

20 0 20 0 20 0

0 0 0 0 0 0

0.6 0 0.7 0 1 0

0.9 0 0.9 0 1 0

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

43 0 45 0 48 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

22 0.0 23 0.0 25.1 0

・野菜 21 0 22.1 0 24.1 0

　・村重点振興作物

　・村振興作物

　・山菜振興作物

　・振興作物
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1.8

3.5

1.8

0

0

0

0

・花き・花木 0.7 0 0.9 0 1 0

　・村重点振興作物
　　・りんどう 0.7 0 0.9 0 1 0

・果樹 0 0 0 0 0 0

・その他の高収益作物 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

前年度（実績） 目標値

新市場開拓用米助成 作付面積新市場開拓用米

（令和３年度）    17.7ha （令和５年度）　     18ha

（令和３年度）　　　 0ha （令和５年度）　    0.1ha

（令和５年度）　    1.8ha（令和３年度）　     1ha作付面積村振興作物助成村振興作物

（令和３年度）　   9.4ha
（令和３年度） 757kg/10a

（令和３年度）　　27.2ha
（令和３年度）  　  193t
（令和３年度） 　 27.2ha
（令和３年度）  　  193t

（令和３年度）　　43.2ha

（令和５年度）　    3.5ha

（令和５年度）　   27.2ha
（令和５年度）       193t
（令和５年度）       30ha
（令和５年度）       220t

（令和５年度）　     48ha

（令和３年度）　   2.1ha

（令和３年度）　   1.2ha

（令和３年度）　   4.9ha

（令和３年度）　     0ha

（令和３年度）　    11ha

（令和５年度）　    1.8ha

（令和５年度）　     13ha

（令和５年度） 　   0.1ha

（令和５年度）　     16ha

（令和５年度）       15ha
（令和５年度）  780kg/10a

飼料用米助成（追肥）

複数年契約助成

そば振興助成

作付面積

作付面積

ケイ酸質肥料等の散布面積

ケイ酸質肥料等の散布面積

ケイ酸質肥料等の散布面積

取組面積
10a当たりの収量

複数年契約取組面積
複数年契約取組数量
作付面積
数量

作付面積

山菜振興作物助成

振興作物助成

加工用米助成

新市場開拓用米助成（ケイ酸）

飼料用米助成（ケイ酸）

10

9

山菜振興作物

振興作物

加工用米

新市場開拓用米

飼料用米

飼料用米

飼料用米

そば

11

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1

2

村重点振興作物助成 作付面積村重点振興作物

3

4

5

6

7

8



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：山形県

協議会名：大蔵村農業再生協議会

1 村重点振興作物助成 1 38,000 別紙1のとおり 対象作物の出荷・販売を行うこと

2 村振興作物助成 1 15,000 別紙1のとおり 対象作物の出荷・販売を行うこと

3 山菜振興作物助成 1 15,000 別紙1のとおり 対象作物の出荷・販売を行うこと

4 振興作物助成 1 13,000 別紙1のとおり 対象作物の出荷・販売を行うこと

5 加工用米助成 1 5,000 加工用米 対象ほ場にケイ酸質肥料等の散布を行うこと

6 新市場開拓用米助成（ケイ酸質肥料等の散布） 1 5,000 新市場開拓用米 対象ほ場にケイ酸質肥料等の散布を行うこと

7 飼料用米助成（ケイ酸） 1 5,000 飼料用米 対象ほ場にケイ酸質肥料等の散布を行うこと

8 飼料用米助成（追肥） 1 3,300 飼料用米 対象ほ場に追肥を行うこと

9 複数年契約助成 1 6,000 飼料用米 実需者と複数年契約を締結すること

10 そば振興助成 1 20,000 そば 播種前契約を行い、出荷・販売を行うこと

11 新市場開拓用米助成 1 20,000 新市場開拓用米 新規需要米取組計画の認定を受けること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



別紙

１．地域農業再生協議会名

２．活用予定額の総括表

（単位：円）

当初配分
(A)

追加配分
(B)

8,988,000 8,988,000 8,964,000

（注）追加配分が未定の段階にあっては、該当箇所を空欄により作成することとします。

大蔵村農業再生協議会

８　産地交付金の活用方法の明細

大蔵村農業再生協議会

協議会等名

配分枠（A+B）

活用予定額



３．活用方法

配分枠

8,988,000 円

麦 大豆 飼料作物 米粉用米 飼料用米 WCS用稲 加工用米

新市場開拓用米
そば なたね 地力増進作物

野菜 花き・花木 果樹
その他の
高収益作

物

その他

1 村重点振興作物助成 1 38,000 1,610 90 1,700 6,460,000

2 村振興作物助成 1 15,000 150 150 225,000

3 山菜振興作物助成 1 15,000 300 300 450,000

4 振興作物助成 1 13,000 150 150 195,000

5 加工用米助成 1 5,000 1,000 1,000 500,000

6
新市場開拓用米助成

（ケイ酸質肥料等の散布）
1 5,000 10 10 5,000

7 飼料用米助成（ケイ酸） 1 5,000 1,400 1,400 700,000

8 飼料用米助成（追肥） 1 3,300 1,300 1,300 429,000

9 複数年契約助成 1 6,000 0 0

10 そば振興助成 1 20,000 0 0

11 新市場開拓用米助成 1 20,000 0 0

実面積 1,400 1,000 10 2,210 90 4,710

実面積

作
期
等
※２

面　積　（ａ単位）※３

所要額
①×②
（円）

高収益作物
合計
②
※５

8,964,000

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　「面積」は、当初配分により支援を行う使途について記入し、追加配分により支援を行う使途については、追加配分額が未定の段階にあっては空欄としてください。
※４　「合計（基幹）の実面積」は、基幹作を対象とした設定の実面積を記入し、「合計（二毛作）の実面積」は、二毛作を対象とした設定の実面積を記入してください。
　　　また、「合計②」欄は、基幹作、二毛作それぞれの実面積の合計を記入してください。
※５　②の合計は、各使途の合計面積を記入してください。
※６　所要額欄の二重枠には、所要額の合計を記入してください。
（注）使途ごとに「産地交付金の活用方法の明細（個票）」を添付してください。

合計（基幹）※４

合計（二毛作）※４

整
理
番
号

戦略作物
使途

※１

単価①
（円/10a）

※



４．追加配分等を受けた場合の調整方法

５．所要額が配分枠を超過した場合の調整方法

６．高収益作物について

注１ 産地交付金で支援する作物のうち、高収益作物に該当する作物名（野菜、花き・花木、果樹除く）を記載してください。
注２ 収益性のわかるデータを添付してください。

次の①～②の順と③のとおりに単価の調整を行う。
①整理番号9～11番を最優先に活用することとし、国と県の上限単価となるよう充当する。
②配分額に余剰がある場合は、整理番号1～8番の上限単価に対して同じ配分率となるように一律に充当する。
③単価は10円/10aの単位までとする。

次の①～②の順と③のとおりに単価の調整を行う。
①整理番号9～11番については、単価調整は行わない。
②整理番号1～8番の単価を一律に減額調整をする。
　（調整後の単価＝調整前の上限単価×｛（配分額 - 整理番号9～11番の所要額の合計）/整理番号1～8番の所要額の合計｝）
　※10円/10a未満の端数は切り捨てる。
③単価は10円/10aの単位までとする。

・該当なし。



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・別紙１の一覧表に記載している村重点振興作物の収穫を行い、出荷・販売を行うこと。
 ・株養成が必要な作物は地域の栽培指針等に基いた肥培管理を行うことで交付対象とする。
   また、ほ場への作付けと収穫が単に年度をまたぐもので、作付けから収穫まで1年に満たな
   いものは、その収穫年度において助成対象とする。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・営農計画書または交付申請書。

2.取組要件
 ・現地確認及び水田台帳、水稲共済細目書、出荷契約書、販売伝票等の出荷・販売を行った
   ことがわかる書類で確認。
 ・栽培指針等に基いた管理については、作業日誌等により確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・作付面積については、現地確認を実施し交付対象面積の集計を行う。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

対象者が、水田に対象作物を作付け・生産した場合、作付面積に応じて支援する。

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

村重点振興作物（別紙１の一覧表に記載）※二毛作については、対象としない。

38,000円/10a（上限：45,000円/10a）

　大蔵村における農業経営は水稲単作による稲作経営が大多数である。収益力の向上のため、
高収益が見込まれる野菜や園芸作物については、これまで村重点振興作物に設定し取り組みの
推進を図っており、今後も農業経営の安定のため、高収益作物の作付面積の拡大を図る必要が
ある。
　令和3年度の実績では、作付面積の拡大が見られた作物もあったが、雪害によるハウスの倒
壊等があり、令和2年度の実績及び令和3年度の目標を下回る取り組みとなった。
　令和4年度以降は、対象作物を絞り作付面積の拡大を見込める作物を中心に支援を行う。
対象作物の変更に伴い、令和4年度の目標を17.0haとし、作付面積の拡大を図るため支援を行
う。

令和５年度

実績 18.8ha 17.7ha

目標 20.8ha 20.0ha 17.0ha 18.0ha目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度

作付面積

村重点振興作物助成

産地交付金の活用方法の明細（個票）

整理番号 1（継続）大蔵村農業再生協議会



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

村振興作物（別紙１の一覧表に記載）※二毛作については、対象としない。

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 2（継続）

村振興作物助成

15,000円/10a（上限：25,000円/10a）

　大蔵村における農業経営は水稲単作による稲作経営が大多数である。収益力の向上のため、
高収益が見込まれる土地利用型の野菜については、これまでも村振興作物に設定し取り組みの
推進を図っており、大蔵村農産物加工施設や肘折温泉朝市での需要の増加が見込まれているた
め、作付面積の拡大を図る必要がある。
　令和3年度の実績では、令和2年度の実績と同じ取り組みとなり、令和3年度の目標を下回る
結果となった。村振興作物の各品目において作付面積が伸び悩んでいる。
　令和4年度以降は、対象作物の整理を行い、取組実績のない品目については対象から除き、
村重点振興作物からアスパラガスを村振興作物へ切り替える。アスパラガスについては、作付
面積が減ってきているためこれから重点作物として支援するのではなく、村振興作物として支
援する。また、大蔵村農産物加工施設や肘折温泉朝市での需要に応えるため、令和4年度の目
標を1.5haとし、作付面積の拡大を図るため支援を行う。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 1.4ha 1.4ha 1.5ha 1.8ha

実績 1.0ha 1.0ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

対象者が、水田に対象作物を作付け・生産した場合、作付面積に応じて支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・別紙１の一覧表に記載している村振興作物の収穫を行い、出荷・販売を行うこと。
 ・株養成が必要な作物は地域の栽培指針等に基いた肥培管理を行うことで交付対象とする。
   また、ほ場への作付けと収穫が単に年度をまたぐもので、作付けから収穫まで1年に満たな
   いものは、その収穫年度において助成対象とする。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・営農計画書または交付申請書。

2.取組要件
 ・現地確認及び水田台帳、水稲共済細目書、出荷契約書、販売伝票等の出荷・販売を行った
   ことがわかる書類で確認。
 ・栽培指針等に基いた管理については、作業日誌等により確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・作付面積については、現地確認を実施し交付対象面積の集計を行う。



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

山菜振興作物（別紙１の一覧表に記載）※二毛作については、対象としない。

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 3（継続）

山菜振興作物助成

15,000円/10a（上限：25,000円/10a）

　大蔵村における農業経営は水稲単作による稲作経営が大多数である。収益力の向上のため、
高収益が見込まれる山菜については、これまでも山菜振興作物に設定し取り組みの推進を図っ
ていおり、大蔵村農産物加工施設や朝市等での需要の増加が見込まれているため、作付面積の
拡大を図る必要がある。
　令和3年度の実績では、令和2年度の実績及び令和3年度の目標を上回る取り組みとなった。
作付面積の拡大が顕著である品目と、そうでない品目があり、整理が必要である。
　令和4年度以降は、対象作物の整理を行い、取組実績のない品目については対象から除き、
村重点振興作物からウルイを山菜振興作物へ切り替え、面積の拡大を見込むことができる品目
を中心に支援を行う。ウルイについてはこれまで重点作物として支援してきたが、本村におい
て重点的に取り組まれていないことを考慮し、山菜振興作物として、支援を行う。令和4年度
の目標を3.0haとし、作付面積の拡大を図るため支援を行う。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 1.2ha 1.8ha 3.0ha 3.5ha

実績 1.7ha 2.1ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

対象者が、水田に対象作物を作付け・生産した場合、作付面積に応じて支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・別紙１の一覧表に記載している山菜振興作物の収穫を行い、出荷・販売を行うこと。
 ・株養成が必要な作物は地域の栽培指針等に基いた肥培管理を行うことで交付対象とする。
   また、ほ場への作付けと収穫が単に年度をまたぐもので、作付けから収穫まで1年に満たな
   いものは、その収穫年度において助成対象とする。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・営農計画書または交付申請書。

2.取組要件
 ・現地確認及び水田台帳、水稲共済細目書、出荷契約書、販売伝票等の出荷・販売を行った
   ことがわかる書類で確認。
 ・栽培指針等に基いた管理については、作業日誌等により確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・作付面積については、現地確認を実施し交付対象面積の集計を行う。



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

振興作物（別紙１の一覧表に記載）※二毛作については、対象としない。

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 4（継続）

振興作物助成

13,000円/10a（上限：20,000円/10a）

　大蔵村における農業経営は水稲単作による稲作経営が大多数である。収益力の向上のため、
高収益が見込まれる野菜については、これまでも振興作物に設定し取り組みの推進を図ってお
り今後も朝市や市場等での需要の増加が見込まれているため、作付面積の拡大を図る必要があ
る。
　令和3年度の実績では、令和2年度の実績と同じ取り組みとなり、令和3年度の目標を下回る
結果となった。振興作物の各品目において作付面積が伸び悩んでいる。
　令和4年度以降は、対象作物の整理を行い、取組実績のない品目については対象から除き、
面積の拡大を見込むことができる品目を中心に支援を行う。令和4年度の目標を1.5haとし、作
付面積の拡大を図るため支援を行う。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 1.6ha 1.4ha 1.5ha 1.8ha

実績 1.2ha 1.2ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

対象者が、水田に対象作物を作付け・生産した場合、作付面積に応じて支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・別紙１の一覧表に記載している振興作物の収穫を行い、出荷・販売を行うこと。
 ・株養成が必要な作物は地域の栽培指針等に基いた肥培管理を行うことで交付対象とする。
   また、ほ場への作付けと収穫が単に年度をまたぐもので、作付けから収穫まで1年に満たな
   いものは、その収穫年度において助成対象とする。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・営農計画書または交付申請書。

2.取組要件
 ・現地確認及び水田台帳、水稲共済細目書、出荷契約書、販売伝票等の出荷・販売を行った
   ことがわかる書類で確認。
 ・栽培指針等に基いた管理については、作業日誌等により確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・作付面積については、現地確認を実施し交付対象面積の集計を行う。



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

加工用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 5（継続）

加工用米助成（ケイ酸質肥料等の散布）

5,000円/10a

　需要に応じた米生産を推進するには、主食用米から今後需要が見込まれる加工用米への転換を
図る必要がある。需給動向が不透明であること、また、近年の異常気象の影響で収量が不安定に
なっていることや土壌中のケイ酸質含有量の低下が確認されている。
　そこで、生産者が安定した収量を確保し、安心して加工用米へ取り組むためには、収量の安定
化が期待されるケイ酸質肥料等の散布の支援を図る必要がある。
　令和3年度の大蔵村の加工用米全体の取り組みは20.3haで、その内、ケイ酸質肥料等の散布を
行い、支援対象となった面積は4.9haとなり、全体の24％の取り組みとなった。令和2年度の実績
より大幅に下回る取り組みとなったが、今後も収量の安定化や土づくりを推進するため、令和4
年度以降も地区説明会やチラシ等の配布を行い、取組面積の拡大を図る。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

ケイ酸質肥料等の
散布面積

目標 － 11.0ha 10.0ha 13.0ha

実績 10.2ha 4.9ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。
リノベーション事業との重複は不可。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

加工用米の生産性向上に向け、ケイ酸質肥料等の散布をした場合に、取組面積に応じて支援す
る。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
　 集落営農。ただし、県設定枠の対象となった面積は除外する。

2.取組要件
 ・新規需要米取組計画の認定を受けること。
 ・実需者等との出荷・販売契約等を締結し、収穫、出荷・販売を行うこと。
 ・ほ場に次のいずれかの肥料を適正散布すること。
　 ①ケイ酸質肥料
 　②その他、熔成リン肥等、①の成分を含む肥料
   ※一括管理の場合は、加工用米で取り組む品種の全面積に散布すること。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・交付申請書及び営農計画書。必要に応じて出荷契約書、販売伝票、作業日誌等で
　 対象者を確認する。

2.取組要件
 ・新規需要米認定結果通知書で確認する。
 ・出荷契約書、出荷伝票、作業日誌等で確認する。
 ・購入伝票又は、作業日誌等で確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・ケイ酸質肥料等の散布面積は交付対象面積から集積する。



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

新市場開拓用米の生産性向上に向け、ケイ酸質肥料等の散布をした場合に、取組面積に応じて支
援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。ただし、県設定枠の対象となった面積は除外する。

2.取組要件
 ・新規需要米取組計画の認定を受けること。
 ・実需者等との出荷・販売契約等を締結し、収穫、出荷・販売を行うこと。
 ・ほ場に次のいずれかの肥料を適正散布すること。
　 ①ケイ酸質肥料
 　②その他、熔成リン肥等、①の成分を含む肥料
   ※一括管理の場合は、加工用米で取り組む品種の全面積に散布すること。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・交付申請書及び営農計画書。必要に応じて出荷契約書、販売伝票、作業日誌等で
   対象者を確認する。

2.取組要件
 ・新規需要米認定結果通知書で確認する。
 ・出荷契約書、出荷伝票、作業日誌等で確認する。
 ・購入伝票又は、作業日誌等で確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・ケイ酸質肥料等の散布面積は交付対象面積から集積する。

0ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

5,000円/10a

　主食用米の需要の減少が続く中、需要に応じた米の生産と販売は極めて重要である。将来に向
けた取り組みとして、今後大きな需要が見込まれる新たなマーケットを切り開いていくことは大
きな課題である。このため、主食用米から新市場開拓米への転換を図ることが必要である。
　令和3年度時点で、新市場開拓用米に取り組む生産者は大蔵村にはいないが、今後、新たに取
り組む生産者のため、令和4年度以降も産地交付金として設定し、目標面積を0.1haとして、新市
場開拓用米への転換を促しながら、土づくりの推進や新市場開拓用米の生産性・収益力向上にむ
けた取り組みの支援を行う。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

ケイ酸質肥料等の
散布面積

目標 － 0.1ha 0.1ha 0.2ha

実績 －

新市場開拓用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 6（継続）

新市場開拓用米助成（ケイ酸質肥料等の散布）



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

飼料用米の生産性向上に向け、ケイ酸質肥料等の散布をした場合に、取組面積に応じて支援す
る。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・新規需要米取組計画の認定を受けること。
 ・実需者等との出荷・販売契約等を締結し、収穫、出荷・販売を行うこと。
 ・ほ場に次のいずれかの肥料を適正散布すること。
　 ①ケイ酸質肥料
 　②その他、熔成リン肥等、①の成分を含む肥料
　 ※一括管理の場合は、飼料用米で取り組む品種の全面積に散布すること。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・交付申請書及び営農計画書。必要に応じて出荷契約書、販売伝票、作業日誌等で
   対象者を確認する。

2.取組要件
 ・新規需要米認定結果通知書で確認する。
 ・出荷契約書、検査結果通知書、新規需要米売渡実績報告書、
   新規需要米生産集出荷数量報告書で確認する。
 ・購入伝票又は、作業日誌等で確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・ケイ酸質肥料等の散布面積は作業日誌等で確認する。
 ・作付面積については、新規需要米認定結果通知書等で確認する。

11.0ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。
個票8と個票9との重複助成を可とする。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

5,000円/10a

　需要に応じた米生産を推進するためには、主食用米から今後需要が見込まれる飼料用米への転
換を図る必要がある。また、土づくりの推進は収量の安定化や米の品質向上を目指す取り組みで
あり、加工用米のみならず飼料用米にも取り組みを推進し、村全体として土づくりの推進を図る
必要がある。
　そこで、生産者が収量を確保し、実需者へ飼料用米の安定した供給を行えるように、収量の安
定化が期待されるケイ酸質肥料等の散布の支援を図る必要がある。
　令和3年度の大蔵村の飼料用米全体の取り組みは27.2haで、その内、ケイ酸質肥料等の散布を
行い、支援対象となった面積は11.0haとなり、全体の40％の取り組みとなった。令和3年度から
新たに個票を構え支援を行ってきたが、目標を上回る取り組みとなった。
 令和4年度についても、散布面積を14.0haを目標にし、地区説明会や、チラシ等の配布による周
知活動を行い、土づくりの取り組みについて支援を行う。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

ケイ酸質肥料等の
散布面積

目標 － 10.0ha 14.0ha 16.0ha

実績 －

飼料用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 7（継続）

飼料用米助成（ケイ酸質肥料等の散布）



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

飼料用米の収益力向上に向け、追肥を行った場合に、取組面積に応じて支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・新規需要米取組計画の認定を受けること。
 ・実需者等との出荷・販売契約等を締結し、収穫、出荷・販売を行うこと。
 ・収益力向上に資するため、高単収に向けた取り組み（一回以上の追肥）を
   対象ほ場に行うこと。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・交付申請書及び営農計画書。必要に応じて出荷契約書、販売伝票、作業日誌等で
   対象者を確認する。

2.取組要件
 ・新規需要米認定結果通知書で確認する。
 ・出荷契約書、検査結果通知書、新規需要米売渡実績報告書、
   新規需要米生産集出荷数量報告書で確認する。
 ・購入伝票又は、作業日誌等で確認する。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・作付面積については、新規需要米認定結果通知書等で確認する。
 ・10a当たりの収量については、水田活用の直接支払交付金の交付対象数量を集計し、確認する。

9.4ha
757kg/10a

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。
個票7と個票9との重複助成を可とする。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

3,300円/10a

　需要に応じた米生産を推進するためには、主食用米から今後需要が見込まれる飼料用米への転換
を図る必要がある。また、飼料用米に取り組んでいる生産者の収益力の向上を図るためには、水田
活用の直接支払交付金の交付単価の上限となる基準単収プラス150kgを目指す必要がある。
　そこで、生産者が収量増加のために追肥を行い、収益力向上を目指していけるように、収量の増
加が期待できる追肥の支援を行う必要がある。
　令和3年度の大蔵村の飼料用米全体の取り組みは27.2haで、その内、追肥を行い、支援対象と
なった面積は9.4haとなり、全体の34％の取り組みとなった。令和3年度実績では、取組面積では目
標を下回ったが、10a当たりの収量では、令和2年度の実績及び令和3年度の目標を大きく上回る結
果となり、収量の増加に繋がった。引き続き、令和4年度についても、散布面積を13.0haを目標に
し、地区説明会や、チラシ等の配布による周知活動を行い、土づくりの取り組みを推進していく。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

取組面積
10a当たりの収量

目標 －
11.0ha

680kg/10a
13.0ha

770kg/10a
15.0ha

780kg/10

実績
10.1ha

671kg/10a

飼料用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 8（継続）

飼料用米助成（追肥）



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

実需者との複数年契約（3年以上）に基づく、飼料用米を作付けする取り組みへ支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者へ出荷・販売を目的として、以下の取組要件を満たした農業者または集落営農等。

2.取組要件
 ・生産者側と実需者側による複数年契約（令和2年産から、新たに結んだ令和4年産までの3年
分
　 及び令和3年産から新たに結んだ令和5年産までの3年分）とすること。
 ・複数年契約期間中の契約数量が維持または増加するものであること。
 ・以下の内容が明確に記載された出荷販売契約書に基いた生産とすること。
　　ア 複数年契約の期間における各年産の契約数量
　　イ 販売価格または販売価格の設定方法
　　ウ 契約不履行に対する違約条項
 ・新規需要米取組計画の認定を受けていること。
 ・収穫、出荷、販売を行うこと。
 ・飼料用米については、生産性向上のための課題に対する取り組みとして、別紙2の取り組み
   のうち1つ以上に取り組むこと。また、飼料用米を自らの畜産経営に供する目的で生産する
   者が行う取り組みについても、3年以上確実に取り組む場合には支援対象とする。

取組の
確認方法

確認方法については、下記の通り取組要件の確認に応じた書類及び現地確認とする。
1.助成対象者
 ・交付申請書及び営農計画書、出荷販売契約書等

2.取組要件
 ・交付申請書及び営農計画書、出荷販売契約書
 ・新規需要米取組計画書及び新規需要米認定結果通知書、新規需要米自家加工販売計画書
 ・新規需要米出荷契約数量等農業者別一覧表、複数年契約に係る販売契約書
 ・検査結果通知書、新規需要米売渡実績報告書、新規需要米生産集出荷数量報告書
 ・必要に応じ販売伝票、作業日誌等の収穫・出荷・販売を行ったことがわかる書類
 ・別紙については、生産性向上の取り組みを行ったことがわかる書類等

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法により確認する。
 ・取組面積：交付対象面積
 ・作付面積・数量：現地確認及び新規需要米認定結果報告書、新規需要米売渡実績報告書 等

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

19.0ha　144t

27.2ha　193t

28.0ha 198t

目　　標
飼
料
用
米

複数年契約取
組面積・数量

作付面積・数量
目標

実績

実績

目標

30.0ha  220t

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

27.2ha　193t18.6ha　121t

18.5ha　140t 19.0ha　144t 27.2ha 193t 27.2ha  193t

19.0ha　144t

18.6ha　121t

0円/10a（上限：6,000円/10a）

　飼料用米については、畜産農家等の需要者から、「安定的に供給して欲しい」という声があ
り、飼料用米が安定的に供給されるよう複数年契約による取り組みを推進していく必要があ
る。また、飼料用米については、生産コストの削減を図るため、併せて生産性向上の取り組み
を行うことが重要である。
　令和３年度では実績が目標を上回り産地交付金による効果が表れた。令和４年度も飼料用米
の安定供給を目指すため、令和４年度の目標を上方修正する。
　産地交付金を活用し、生産者から声がある需要者の複数年契約への支援を図り、飼料用米の
安定した生産供給を目指し収益力向上を推進する。

飼料用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 9（継続）

複数年契約助成



（別紙２）

飼料用米に係る生産性向上のための取り組み

取組内容 備考

多収品種の導入

不耕起田植技術

育苗・移植作業の省力化
（直播栽培、乳苗移植、プール育苗、密苗栽培、疎植栽培）

土づくり
（堆肥の施用、ケイ酸質資材の施用）

肥料の低コスト化、省力化
（土壌分析・生育診断を踏まえた施肥、流し込み施肥、側条施肥）

農薬の低コスト化、省力化
（種子の温湯消毒、農薬の苗箱播種同時処理、農薬の田植同時
処理、共同防除）

立毛乾燥

担い手が行う取組

農地中間管理機構の借受者、認定
農業者、認定新規就農者、集落営
農、人・農地プランに位置付けられ
た地域の中心となる経営体

施設・機械の共同利用

収穫・流通体制の改善
（フレコン・バラ出荷、オペレータやコントラクタ等への作業委託）

地域内流通 最上郡内の需要者への出荷



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

対象者が水田に対象作物を作付け・生産した場合、作付面積に応じて支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・水田にそばを作付けし、播種前契約を行い、実需者へ出荷・販売を行うこと。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・営農計画書または交付申請書、播種前契約書。販売伝票等の出荷・販売を行ったことの
   わかる書類。

2.取組要件
 ・現地確認及び播種前契約書、販売伝票等の出荷・販売を行ったことが分かる書類。
   必要に応じて作業日誌等の書類。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・作付面積については、現地確認を実施し交付対象面積の集計を行う。

43.2ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

0円/10a（上限：20,000円/10a）

　需要に応じた米の生産を推進するため、土地利用型作物のそばを振興し水田のフル活用を図
る必要がある。令和3年度の大蔵村の水田でのそばの作付は43.2haであり、今後もそばの安定
的な生産と実需者への出荷・販売を行う必要がある。
　令和3年度については、43.2haと目標を超える取組面積となった。そばについては、今後も
実需者からの安定した需要が見込まれているため、産地交付金による支援を図る必要がある。
大蔵村収益力強化ビジョンに掲げる作付面積の拡大となるようそばへの支援を図り、令和5年
度までにそばの作付面積を48.0haとなるように推進を図る。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 40.0ha 42.0ha 45.0ha 48.0ha

実績 41.1ha

そば ※二毛作については、対象としない。

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 10（継続）

そば振興助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

新市場開拓用米　※二毛作については、対象としない。

産地交付金の活用方法の明細（個票）

大蔵村農業再生協議会 整理番号 11（継続）

新市場開拓用米助成

0円/10a（上限：20,000円/10a）

　主食用米の需要の減少が続く中、需要に応じた米の生産と販売は極めて重要である。将来に
向けた取り組みとして、今後大きな需要が見込まれる新たなマーケットを切り開いていくこと
は大きな課題である。このため、主食用米から新市場開拓米への転換を図ることが必要であ
る。
　令和3年度の新市場開拓用米への取り組みは0haと実績が無かったが、令和4年度についても
将来への取り組みとして継続するため、各地区説明会等を開催時に、新市場開拓用米について
の周知と推進を図る。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

取組面積の拡大
目標 0.1ha 0.1ha 0.1ha 0.1ha

実績 0.0ha 0.0ha

令和4年度の取り組みの検証を行い効果が確認されたら、次年度以降も継続する。

　※　目標が複数ある場合は、欄を追加して全ての目標について記載してください。

　※　令和４年度から新規に設定した目標については、令和２年度及び３年度の目標の記載は不要です。

実需者と出荷・販売契約を締結し、新市場開拓用米への取り組みに対して支援する。

具体的要件

1.助成対象者
 ・実需者等に出荷・販売することを目的として、対象作物の生産に取り組む農業者または
   集落営農。

2.取組要件
 ・需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領に定める新規需要米取組計画の認定を
   受けること。

取組の
確認方法

1.助成対象者
 ・営農計画書または交付申請書。必要に応じて出荷販売契約書、販売伝票等の出荷・販売を
   行ったことのわかる書類。

2.取組要件
 ・新規需要米認定結果通知書等。

成果等の
確認方法

令和4年12月末までに、以下の方法で確認する。
 ・新規需要米生産集出荷数量一覧表及び販売伝票で確認する。


